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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第47期 

第１四半期累計期間 
第48期 

第１四半期累計期間 
第47期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年６月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年６月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （千円） 1,026,270 1,071,396 4,424,059 

経常利益 （千円） 90,628 109,261 456,325 

四半期（当期）純利益 （千円） 61,659 62,177 314,397 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 477,300 477,300 477,300 

発行済株式総数 （株） 2,560,000 5,120,000 5,120,000 

純資産額 （千円） 4,845,045 5,012,349 5,122,482 

総資産額 （千円） 5,664,132 5,871,377 6,087,160 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 12.04 12.15 61.41 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 36.00 

自己資本比率 （％） 85.5 85.4 84.2 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第47期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

５．第47期の１株当たり配当額には、東証二部市場変更記念配当10円が含まれております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間における我が国情報サービス業の業況は、経済産業省「特定サービス産業動態統計」によ

ると、前年同月比の月別売上高は平成29年５月まで10か月連続の増加となっており、ＩＴ需要は全体的には堅調に

推移していると推察されます。当社事業分野では、官公庁案件をはじめとした社会基盤システム分野や、車両自動

走行を中心とした宇宙先端システム分野の需要環境は好調でした。

こうした傾向の中、当社は、重点テーマであります「既存の分野で業績を支え、オープン・イノベーションで事

業成長を目指す」を実践し増収増益となりました。

ビジネスフィールド（以下、ビジネスフィールドをＢＦと省略）別には、モバイルネットワークＢＦは、移動体

通信事業者向けのサービス系の開発や車載情報システムの開発は好調でしたが、スマートフォン端末の開発が減少

し、売上高は362百万円（前年同期比6.2％減）となりました。インターネットＢＦは、民間企業向けの開発案件が

減少し、売上高は188百万円（同19.4％減）となりました。社会基盤システムＢＦは、官公庁案件や医療分野の開

発が増加し、売上高は321百万円（同25.6％増）となりました。宇宙先端システムＢＦは、車両自動走行の研究開

発案件が堅調であることに加え、ロボットの研究開発案件の開発が増加し、売上高は199百万円（同32.5％増）と

なりました。

この結果、全社売上高に占める割合では、社会基盤システムＢＦと宇宙先端システムＢＦが上昇し、その他のＢ

Ｆが低下しております。

以上の結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高1,071百万円（前年同期比4.4％増）、営業利益100百万円

（同19.1％増）、経常利益109百万円（同20.6％増）、四半期純利益62百万円（同0.8％増）となりました。

 

ビジネスフィールド（ＢＦ）別売上高

 
 

ビジネスフィールド

前第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

   金額（千円） 構成比（％）  金額（千円） 構成比（％）

モバイルネットワーク 386,649 37.7 362,582 33.8

インターネット 233,534 22.8 188,237 17.6

社会基盤システム 255,824 24.9 321,414 30.0

宇宙先端システム 150,261 14.6 199,162 18.6

計 1,026,270 100.0 1,071,396 100.0

  （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
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ビジネスフィールド（ＢＦ）別受注状況

ビジネスフィールド  受注高 （千円） 前年同期比（％）  受注残高 （千円）  前年同期比 （％） 

モバイルネットワーク 322,384 111.1 307,249 117.4

インターネット 195,005 96.1 180,957 99.3

社会基盤システム 496,414 214.2 892,998 200.2

宇宙先端システム 203,452 109.7 207,689 108.6

計 1,217,256 133.7 1,588,894 147.0

  （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 経営方針・経営戦略等 

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、11,082千円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）

（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,120,000 5,120,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 5,120,000 5,120,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～ 

平成29年６月30日
－ 5,120,000 － 477,300 － 587,341

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   5,117,300 51,173 －

単元未満株式 普通株式       2,200 － －

発行済株式総数 5,120,000 － －

総株主の議決権 － 51,173 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社セック 東京都世田谷区用賀4-10-1 500 － 500 0.00

計 － 500 － 500 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準          0.5％ 

売上高基準         0.0％ 

利益基準          0.2％ 

利益剰余金基準       0.2％ 

- 6 -



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,649,570 3,168,789 

受取手形及び売掛金 1,791,489 1,060,804 

その他 149,758 119,276 

流動資産合計 4,590,819 4,348,870 

固定資産    

有形固定資産 50,801 48,185 

無形固定資産 17,288 22,312 

投資その他の資産    

投資有価証券 780,464 798,374 

その他 647,786 653,634 

投資その他の資産合計 1,428,250 1,452,008 

固定資産合計 1,496,340 1,522,506 

資産合計 6,087,160 5,871,377 

負債の部    

流動負債    

買掛金 207,076 122,234 

短期借入金 36,000 121,500 

未払法人税等 111,085 8,531 

賞与引当金 201,000 111,000 

その他 255,254 321,314 

流動負債合計 810,416 684,580 

固定負債    

役員退職慰労引当金 84,209 86,584 

資産除去債務 13,561 13,606 

その他 56,489 74,256 

固定負債合計 154,260 174,447 

負債合計 964,677 859,027 

純資産の部    

株主資本    

資本金 477,300 477,300 

資本剰余金 587,341 587,341 

利益剰余金 4,046,578 3,924,454 

自己株式 △293 △293 

株主資本合計 5,110,926 4,988,802 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 11,556 23,546 

評価・換算差額等合計 11,556 23,546 

純資産合計 5,122,482 5,012,349 

負債純資産合計 6,087,160 5,871,377 

 

- 7 -



（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 1,026,270 1,071,396 

売上原価 769,165 787,316 

売上総利益 257,104 284,080 

販売費及び一般管理費 172,895 183,809 

営業利益 84,209 100,271 

営業外収益    

受取利息 1,380 1,384 

受取配当金 456 587 

不動産賃貸料 1,055 1,053 

受取出向料 3,800 5,863 

その他 682 508 

営業外収益合計 7,375 9,397 

営業外費用    

支払利息 149 130 

不動産賃貸費用 266 264 

その他 539 12 

営業外費用合計 955 407 

経常利益 90,628 109,261 

税引前四半期純利益 90,628 109,261 

法人税、住民税及び事業税 945 945 

法人税等調整額 28,023 46,138 

法人税等合計 28,968 47,083 

四半期純利益 61,659 62,177 
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 3,187千円 4,794千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 133,106 52.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 184,301 36.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

（注）平成29年６月28日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、東証二部市場変更記念配当10円が含まれており

ます。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、情報サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 12円04銭 12円15銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 61,659 62,177

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 61,659 62,177

普通株式の期中平均株式数（株） 5,119,490 5,119,490 

（注）１．当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。

- 10 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月７日

株式会社セック 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 京嶋 清兵衛  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 永田 立  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セック

の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第48期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セックの平成29年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


